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◇運動部活動の役割

そもそも

運動部活動とは…

生徒のスポーツ
活動の中心

生徒の人間形成
の支援の場

学校生活をより
豊かにする

2013,文部科学省 運動部活動の在り方に関する調査研究報告書

体力向上・健康
増進



◇運動部活動が生徒にもたらすもの

生徒への

スポーツ活動と
人間形成の
支援

・スポーツの楽しさや喜びを味わい、

。

・

・ などを育成する。

・ をもたらす。

・ に
つながる。

2013年,文部科学省 運動部活動の在り方に関する調査研究報告書



◇運動部活動が学校にもたらすもの

•適切な運営により

生徒の明るい
学校生活の保障

生徒や保護者の

学校への信頼感

学校の一体感

2013年,文部科学省 運動部活動の在り方に関する調査研究報告書



◇運動部活動、これからの道

地域社会とのかかわりを強固に

地域の人 地域のスポーツ団体 スポーツ以外の団体

H9 保健体育審議会答申,H12 スポーツ振興計画,H24 新中学校学習指導要領



◇運動部活動の抱える問題点

②指導者の不足や指導力不足

①運動部活動顧問の負担

③行きすぎた指導や体罰問題等

2012,石原 運動部活動がもたらす効用の要因分析─愛媛県の高等学校を対象として─



①運動部活動顧問の負担

Ⅰ 時間的負担

Ⅱ 経済的負担

Ⅲ 事故の責任
に対する負担

文化部顧問との勤務時間比較
（平均）

・平日 １６分多い
・休日 ４８分多い

残業手当の少なさ（時給換算）
土日 ４時間以上 ６００円
８時間以上 ３００円以下

不慮の事故（EX.落雷など）の際
にも責任を負わされることもある

◇運動部活動の抱える問題点

2012,石原 運動部活動がもたらす効用の要因分析─愛媛県の高等学校を対象として─



中学校 66.3％

高等学校 50.5％

原則として部活動顧問にあたらなければならない
学校の割合

②指導者の不足や指導力不足

◇運動部活動の抱える問題点

2001,文部科学省



21.0%

4.0%

34.1%

40.9%

〔高校〕

体育×経験あり

体育×経験なし

体育以外×経験あり

体育以外×経験なし

②指導者の不足や指導力不足

13.7%
6.2%

34.3%

45.9%

担当教科×現在担当している競技の過

去経験の有無 [中学校]

保体×経験あり

保体×経験なし

保体以外×経験あり

保体以外×経験なし

2014年 日本体育協会 学校運動部活動指導者の実態に関する報告書

◇運動部活動の抱える問題点



運動部活動の活躍による学校の宣伝効果の期待

・指導という名の体罰
・行き過ぎた指導

③行きすぎた指導や体罰問題等

勝利至上主義の果て…

◇運動部活動の抱える問題点

2012,石原 運動部活動がもたらす効用の要因分析─愛媛県の高等学校を対象として─



•文部科学省の2012年時の調査

2013年 文部科学省

「運動部活動の在り方に関す
る調査研究報告書」
というガイドラインを示した

③行きすぎた指導や体罰問題等

◇運動部活動の抱える問題点

認知された体罰件数
だけでも19万件以上



◇運動部活動の在り方に関する調査研究報告書

生徒にとってのスポーツの意義

運動部活動の学校教育における

位置づけ・意義・役割など

運動部活動での指導の充実のために必要と考えられる項目

健全な心身を培う、豊かな人間性を育む基盤

学校の教育の一環、豊かな学校生活の実現に意義を有する、必要に応じ地域との連携

学校組織全体で活動の目標を考える、コミュニケーションの充実、厳しい指導と許され
ない指導の区別、科学的な指導内容など



◇運動部活動の抱える問題点

２．指導者の不足や指導力不足

１．運動部活動顧問の負担大きさ

３．行きすぎた指導や体罰問題等

2012,石原 運動部活動がもたらす効用の要因分析─愛媛県の高等学校を対象として─



◇国によって行われてきた外部指導者施策

1997年

• (1)「外部指導者の活用」が保健体育審議会答申で初め
て示された

2011年

• (2)「スポーツ振興基本計画」（2000年）→スポーツ基本法

•外部指導者の課題解決を示した

2012年

• (3)新中学校学習指導要領

•部活動と教育課程の関連が初めて明記された



◇ (1)1997年 保健体育審議会答申

・顧問の高齢化による指導力低下

・指導力のある顧問の異動による運動部活動の衰退

・生徒の志向に応じた指導の展開



◇ (2)2011年 スポーツ基本法

・外部指導者に対する理解の不足

・地域スポーツ指導者の協力の不足

・研修の充実

・顧問との連携を図るシステム

・スポーツリーダーバンクの活用

スポーツ振興
基本計画
（2000年）

スポーツ基本法
（2011年）



◇ (3)2012年 新中学校学習指導要領

・初めて部活動を教育課程との
関連を図るものとして明記した

・地域や学校の実態に応じ
地域の人々や団体と協力、
連携などの工夫を行うこととした

つまり

外部指導者の

活用が国政として
示されている



◇国によって行われてきた外部指導者施策

1997年

• (1)「外部指導者の活用」が保健体育審議会答申で初め
て示された

2000年

• (2)「スポーツ振興基本計画」（2000年）→スポーツ基本法

•外部指導者の課題解決を示した

2012年

• (3)新中学校学習指導要領

•部活動と教育課程の関連が初めて明記された

（１）～（３）のように国としても
外部指導者の導入を促している



◇公立中学校・高等学校の外部指導者活用状況

運動部数 外部指導者活用部数 外部指導者人数
外部指導者活用部数

/運動部数

128,930部 28,359部 34,430人 22%

※一人の指導者が複数の部活動で指導を行った場合は、部数および人数を重複
計上している。

H17年文部科学省調べ



◇外部指導者を活用する目的として

各地域でリーダーバンクというもの設置している

※リーダーバンクは地域により名称、管轄団体は異なるが
ここでは、すべてリーダーバンクと称す

登録型人材バンクである

これは



◇スポーツリーダーバンクとは

各地域の
リーダーバンク

学校やスポーツ
クラブ（依頼者）

・指導できる地域に
指導者が登録

・地域のリーダーバンクに
指導者派遣の依頼

依頼に応じて派遣者を選定

ミーティングなどを行い
指導の時間や日程の決定



◇外部指導者制度を利用することで

指導力不足の改善

生涯スポーツ志向の生徒が部活以
外でスポーツを続けられる可能性

顧問の異動による指導方針のブレ
解消



◇外部指導者の導入が進まない要因

•その要因として学校と外部指導者の考えの違いがある

学校側 外部指導者

謝礼金の不足
金銭目的では

ない

競技志向的活動

2012,森田 運動部活動における「外部指導者制度の効果的活用に向けた手引き」の作成

教育の一環
としての活動



◇課題

①顧問と外部指導者の連携不足

②外部指導者と学校の運動部活動に対する考えの違い

この二点の課題に着目する



恒常的な

協力関係
相互補完

情報交換・
連絡調整

◇課題

①顧問と外部指導者の連携とは

この３つの流れによるものと佐藤（２００２）は定義している



◇課題

②外部指導者と学校の運動部活動に対する考えの違い

この要因として 学校側が外部指導者を採用する際に
情報提供をあまりしていないことが

考えられる（森田、2012）

「あるべき運動部活動像」とでもいうべき
ものの共有の必要性



◇既存のリーダーバンクの代表的なシステム
鹿沼市ホームページ

現行では共通理解
の場が少ない



◇講習会を行っているリーダーバンクの実例
（神奈川県藤沢市）

学校部活動等地域
指導者養成講座

湘南ふじさわ学び
ネット

藤沢市教育委員会

+

生涯学習課

市内の中学校運動部活動の
指導者として活躍するために
必要な知識を計４回受講

この講座の修了生が登録
できる人材バンクが

「湘南ふじさわ学びネット」



◇提案として
•この既存のシステムに加え

登録者向けに定期的な
講習会の開催

講習会
の開催

学校との
接点作り

参加者の

優先的紹介

現状・目的
の理解



◇提案する講習会

•講習会対象者

リーダーバンク登録者、現役顧問、校長、指導者

•講習会を行う規模

各リーダーバンク

•講習会講師

従来の外部指導者やスポーツドクターに加え

校長や現役教員

•講習会内容

運動部活動のあり方、事故防止・安全管理



◇提言先

学校

リーダーバンクを
運営している
各団体

各教育委員会



◇主に狙える効果
•この講習会を行うことで

指導者同士
の繋がり

運動部活動
のあり方に対
する理解

安全面への
配慮



◇この講習会の先に

地域と学校の
繋がりが深まる

生徒の人格形成の
助長

運動部活動の質が
向上する
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